次期枠組みに関する具体的な検討事項（案）

１．次期枠組みの目的

· 次期枠組みの目的としては、気候変動枠組条約の究極目的の達成に向けた絶え間ない前進が適切と考えられるが、どうか。
２．科学的知見についての認識
· 気候変動のメカニズムや気候変動による影響について、科学的知見の整理。
　【獲得目標】

· 政策的不確実性と科学的不確実性の分離

· 下記見解の克服
· 気候変動の科学は不確実性が大きい。SARよりもTARの方が温度上昇幅が大きいといった点がその証拠である

· 気候変動の科学は不確実性が大きいので、現段階でGHG排出総量を削減する方策は適当ではなく、当面、経済に影響しない範囲での対策を講ずるべき。
・温室効果ガス濃度の安定化レベルと許容排出量との関係
【獲得目標】

· 排出量の安定化、濃度レベルの安定化、影響の安定化にはタイムラグがあるため、影響回避のためには時間が限られていることのコンセンサス形成

· 地球規模のGHG排出抑制・削減のタイミングと量についてのコンセンサス形成
· 単一のタイミング、レベル、量の合意でなくとも、例えば幅を合意することにより次期枠組みにおいて、京都議定書よりもさらなる削減が必要とするコンセンサスを形成できないか。その論理構築。
· 破局的影響をもたらす安定化レベルのコンセンサス形成
· 科学的な知見に対するＱ＆Ａ。
· イラリオノフの質問、上記「克服すべき見解」に留意

· 世界全体及び日本のエネルギー消費量・温室効果ガス排出量の現状と将来予測（途上国の排出量の増加をデータで確認）
　　【獲得目標】

· 先進国だけでなく途上国の排出抑制にも踏み込む必要についてのコンセンサス形成
· 先進国も絶え間ない削減を継続する必要があることのコンセンサス形成
　　

３．目的を達成するためのアプローチ

（１）削減シナリオ

· 条約の究極目的を達成するためには、中長期的に世界全体の温室効果ガス排出量を大幅に削減していく必要がある。そのためには、科学的知見を踏まえた上で、どのようなシナリオを策定すべきか。
　（２）中長期的な目標値

· 中長期的な目標（例．温室効果ガス濃度の安定化レベルや気温上昇の上限値）を設定することは可能、適切か。可能、適切であれば、具体的にどのような数値が候補となるか。その目標の達成に対して、どのような行動が必要となるか。また、そのような目標の設定に際して、どのような点に留意する必要があるか。
· 京都議定書は長期的なインセンティブを欠いているという批判にどう答えるか
· 英、独等は長期的な目標を設定（気温の上昇を２℃以下にする、安定化　

　濃度レベルは550ppm等）。
　（３）技術の役割

· 技術の役割（既存技術の普及、革新技術の開発）。具体的にどのような技術がどのタイミングで導入可能か。技術の開発・普及を進める上での課題は何か。
· 究極目標に向けて「努力すれば何とかなる」というビジョンの提示
（技術ポテンシャル、可能削減量、対策コスト等）

· 地球温暖化対策技術検討会との連携

（４）適応の位置づけ

・　気候変動に対する適応対策をどのように位置づけていくか。
· 緩和と適応の組み合わせ戦略の考え方
（５）環境と経済の好循環を目指した変革は、具体的にいかにあるべきか。

　　　・　柔軟性措置（京都メカニズム）をどのように発展させるか。
４．現在の取組の整理
· 国際交渉の経緯。

· 気候変動枠組条約に基づく取組。
· 京都議定書の意義、発効の重要性。
· 京都議定書不平等論への反論

· 各国の取組（日本、EU、米国、途上国、その他）。

· 温室効果ガス排出削減コスト、気候変動への影響に対処するためのコスト
· 米国の離脱後の対策コスト（日本、EU）
· 気候変動対策を実施することによる副次的な利益

５．具体的な枠組みを設計する上での条件
（１）地球規模の参加
· 米国、EU、中国やインド等の大排出途上国、中進国、小島嶼国、後発途上国は、どのような交渉ポジションをとっているか。
· 各国が次期枠組みに参加するためのインセンティブとして、どのようなものが考えられるか。
· 米国が参加するためには、どのような方策が考えられるか。
· 途上国が参加するためには、どのような方策が考えられるか。また、先進国、特に日本は、途上国に対しどのような支援が可能か。
（２）共通だが差異のある責任の原則のもとでの衡平性の確保

· 先進国と途上国との間の衡平性について、どのように確保すべきか。
· 先進国間の衡平性について、どう考えるか。

· 途上国間の衡平性について、どう考えるか。

· 国単位での排出総量の相対的な大きさについて、どう考慮すべきか。


→特に、データを分析して定量的に比較
（３）これまでの国際合意の上に立脚した交渉

· これまでの国際合意の上に立脚して、条約や議定書の仕組をどのように発展・改善していくべきか。条約や議定書の仕組のうち、次期枠組みに継承されるべき要素は何か。また、次期枠組みにおいて、考慮しなければならない要素は何か。


→６（２）京都議定書との連続性の議論と関連
（４）国家を中心とした国際合意プロセス

· 国際枠組みに責任を有する国家を中心とした国際合意プロセスにおいて、市民、企業、地方自治体等の多種多様な主体は、どのよう名参加が可能か。
· トップダウンアプローチとボトムアップアプローチの得失
－対策のフィージビリティ

－究極目標に向けた環境保全上の十分性

· UNFCCCプロセスとその他のプロセス（例：セクター別）のあり方

· トップダウンとボトムアップを適切に組み合わせたアプローチの提案
· ガバメントリーチ論への反論
（５）環境と経済の好循環

　　　・経済的措置（京都メカニズム）を社会に組み込むことが、環境と経済を統合させていくために必要な手段ではないか。
・次期枠組みにおいて、京都メカニズムをどのように発展させるか。
６．具体的な枠組みのオプション
（１）次期枠組みの構成要素
①対象年

　②対象ガス

　③吸収源の取り扱い

　④基準年

　⑤京都メカニズム

　

（２）京都議定書との連続性

· 京都議定書を構成する要素（削減目標、法的拘束力、報告・審査システム、京都メカニズム等）の分析
· 次期枠組みと京都議定書との連続性

· 京都議定書の基本構造（Architecture）は何か
· どこを保持し、どこを変えるべきか

（３）具体的なコミットメントの形式

　・絶対値目標、相対目標の得失
  ・総量目標方式と行動基準方式
－得失の分析（国別総量方式のガバメント･リーチ限界論など）
　　－技術基準、セクター別行動基準の分析
－責任論（政府の約束、民間企業の約束）
－透明性（国別の報告審査制度、産業界の自主的公表）
　・法的拘束力
　　－拘束力の有無（自主的目標と拘束力のある目標）
